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2．G7 大阪・堺貿易大臣会合の概要 

⑴ 日程 

月日 開始時刻 行 事 参加国・機関 場 所 

10/28 

（土） 

13時45分 開会セッション G7メンバー 

大阪府立国際会議場 
14時20分 サプライチェーン強靱化アウトリーチセッション 

G7メンバー 
招待国・招待国際機関 
G7の産業界の代表者等 

16時50分 記念撮影 
G7メンバー 
招待国・招待国際機関 

仁徳天皇陵拝所 

17時35分 協議会主催歓迎レセプション 
ホテル アゴーラ 
リージェンシー 大阪堺 18時25分 

セッション1「貿易と持続可能性（環境、開発、 
デジタル）」（ワーキング・ディナー） 

10/29 

（日） 

9時40分 セッション2「自由で公正な貿易 MC13に向けて」 
G7メンバー 

世界貿易機関（WTO） 

大阪府立国際会議場 

10時55分 セッション3「公平な競争条件」 

G7メンバー 13時20分 
セッション4「経済的威圧／サプライチェーン強靱化」

（ワーキング・ランチ） 

14時30分 閉会セッション 

― 議長国記者会見 日本 

⑵ 会合参加者 

 国・機関名 役 職 氏 名 

Ｇ
７
メ
ン
バ
ー 

日本（G7 議長国） 
外務大臣 上川 陽子 

経済産業大臣 西村 康稔 

イタリア 外務・国際協力省政務次官 マリア・トリポーディ 

カナダ 輸出促進・国際貿易・経済開発担当大臣 メアリー・イン 

フランス 対外貿易・誘致・在外フランス人担当大臣 オリヴィエ・ベシュト 

アメリカ 通商代表 キャサリン・タイ 

イギリス ビジネス・貿易大臣 ケミ・ベイデノック 

ドイツ 経済・気候保護省事務次官 ウド・フィリップ 

欧州連合（EU） 欧州委員会上級副委員長兼貿易担当欧州委員 ヴァルディス・ドムブロウスキス 

招
待
国 

オーストラリア 貿易・観光大臣 ドン・ファレル 

チリ 外務省国際経済担当次官 クラウディア・サンウエサ 

インド 商工大臣 ピユシュ・ゴヤル 

インドネシア 商業大臣 ズルキフリ・ハッサン 

ケニア 投資貿易産業長官 レベッカ・ミアノ 
招
待
国
際
機
関 

世界貿易機関（WTO） 事務局長 ゴズィ・オコンジョ＝イウェアラ 

経済協力開発機構（OECD） 事務総長 マティアス・コーマン 

東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA） 事務総長 渡辺 哲也 
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第 2 編 G7 大阪・堺貿易大臣会合開催に向けて 

第 1 章 誘致活動 

1．誘致決定に至る経緯 

令和 3 年 8 月 2 日付けで、外務省経済局政策課長及び外務省大臣官房総務課地方連携推進室長から、都道

府県副知事及び政令指定都市副市長あてに「2023 年日本開催の主要国首脳会議（サミット）及び関係閣僚会

合の開催地検討のための参考情報の送付」の文書が発出された。 

同年 10 月 1 日付けで、外務省経済局政策課長及び外務省大臣官房総務課地方連携推進室長から、都道府

県副知事及び政令指定都市副市長あてに「2023 年日本開催の主要国首脳会議（G7 サミット）及び関係閣僚会

合の開催地選定について」の文書が発出され、正式に誘致計画案概要及び調査票の提出依頼があった。 

大阪府及び堺市では、誘致に係る検討を進め、令和 3 年 12 月 1 日、大阪府庁本館において、吉村大阪府知事

と永藤堺市長が共同で、2023 年 G7 関係閣僚会合のうち、財務大臣・中央銀行総裁会議又は環境大臣会議の誘

致をめざすとの発表を行った。 

2．提案内容 

令和 3 年 12 月 24 日付けで、大阪府知事及び堺市長の連名で、外務大臣あてに「2023 年日本開催の G7 関

係閣僚会合誘致計画案概要」を提出した。 

誘致計画案概要では、G20 大阪サミット 2019 での開催実績をはじめ、充実した宿泊施設、優れた交通アクセス等

をアピールするとともに、大臣会合や国際メディアセンターの会場として大阪府立国際会議場、また、記念撮影や夕食会

等の歓迎行事場所として世界の要人が日本の歴史・伝統・文化といった日本らしさを体感できる堺市での開催を提案

した。 

この提案を受け、令和 4 年 2 月 14 日には、外務省経済局政策課長により、堺市内にある仁徳天皇陵拝所や大

仙公園日本庭園等の現地視察が行われた。 

3．要望活動 

令和 4 年 6 月 16 日に、木原内閣官房副長官に対し、永藤堺市長と山口大阪府副知事が「2023 年 G7 関係

閣僚会合の大阪・堺開催」に関する要望書を手交した。 

 

要望書の手交 
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4．誘致決定 

令和 4 年 9 月 16 日の定例記者会見において、松野内閣官房長官から大阪府での貿易大臣会合の開催決定が

発表された。 

その後、同年 11 月 29 日に林外務大臣及び西村経済産業大臣から、貿易大臣会合の名称「G7 大阪・堺貿易

大臣会合」及び開催日程（令和 5 年 10 月 28 日、29 日）が発表された。 

     

堺市役所前の懸垂幕（左：開催決定時、 右：会合名称・開催日程決定時） 
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第 3 編 2023 年 G7 貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会等にお

ける取組 

第 1 章 推進体制 

1．2023 年 G7 貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会 

⑴ 設立の経緯 

「2023 年 G7 貿易大臣会合大阪・堺推進協力協議会」は、会合開催への協力・支援などを通じて、本会合の成

功と世界に向けた大阪・堺及び関西の魅力発信と存在感の向上及び発展に資することを目的として設立した。 

令和 4 年 9 月 16 日に大阪府での G7 貿易大臣会合の開催決定が発表されたことを受け、同月 30 日、大阪府

及び堺市を構成団体として設立し、同年 11 月 30 日には地元経済団体及び公益財団法人 大阪観光局が構成団

体に加わった。 

協議会の構成団体 

団体名 協議会への参画日 

大阪府 
令和 4 年 9 月 30 日 

堺市 

公益社団法人 関西経済連合会 

令和 4 年 11 月 30 日 

大阪商工会議所 

一般社団法人 関西経済同友会 

堺商工会議所 

公益財団法人 大阪観光局 

 

   

協議会設立に係る大阪府・堺市共同記者会見 

⑵ 組織体制  

当協議会においては、事業計画や予算、決算その他の当協議会の運営に係る重要事項を報告する「総会」のほか、

事業計画、予算、決算、当協議会の運営に関すること等を審議し決定する「役員会」、当協議会の事業に関して企

画・立案を行う「幹事会」を設置した。 
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